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水産

１．制度の目的 
 本給付金は、エネルギー価格や物価高騰の影響を受けながらも、舞鶴市内で事業を継

続し、雇用の維持に務める事業者の皆さまを支援するため、従業員数に応じて支援金を

給付するものです。 

 

２．支給対象となる方 

 次の要件をすべて満たす事業者が対象です。 

（１）個人事業主：令和８年３月３１日時点で舞鶴市内に住民登録のある個人事業主 

   法人、団体：舞鶴市内に事業所等を有し、収益活動を行っている法人または団体             

                                （別途指定する公的サービス提供事業者を含む。） 

（２）令和８年３月３１日以前から事業活動を行い、今後も継続する意思があること。 

（３）市税の滞納がないこと（徴収の猶予を受けているものを除く。）。 

（４）事業に必要な許認可を取得していること。 

（５）代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が、舞鶴市暴力団排除  

条例に規定する暴力団員等及び暴力団密接関係者に該当せず、かつ、将来にわたっ  

ても該当しない方であること。また、上記の暴力団員等及び暴力団密接関係者が、  

経営に事実上参画していない方であること。 

 

３．対象外となる方 
（１）１次産業（農業、林業、漁業）に従事する方 ※別途支援制度がございます。 

  農林業の方はこちら 

     https://www.city.maizuru.kyoto.jp/kurashi/0000014955.html 

 

  水産業の方はこちら 

     https://www.city.maizuru.kyoto.jp/kurashi/0000014951.html 

 

（２）政治団体、宗教団体 

（３）主として事業収入で生計を維持していない方（副業、被扶養者など） 

（４）不動産賃貸業のうち、規模が「５棟１０室」未満の方 

（５）その他、本給付金の趣旨、目的に照らして適当でないと市長が判断する方 

https://www.city.maizuru.kyoto.jp/kurashi/0000014955.html
https://www.city.maizuru.kyoto.jp/kurashi/0000014951.html
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【提出先】 

  〒625-8555  

   舞鶴市字北吸1044番地 

    舞鶴市商工・観光振興課 宛 

４．給付金額 
 
 令和８年４月１日時点における事業者が直接雇用する方のうち、「舞鶴市内の事業所

に勤務する雇用保険被保険者数」に応じて支給します。 

  

従業員数 

（雇用保険被保険者数） 
給付金額 

０人（事業主のみ、役員のみ等） 50,000円 

１人〜１９人 100,000円 

２０人〜４９人 150,000円 

５０人以上 200,000円 

 

 

５．申請期間、申請方法 
 

（１）申請期間 

  令和８年５月１８日（月）から令和８年９月３０日（水）まで ※消印有効 

（２）申請方法 

  必要書類を添えて舞鶴市商工・観光振興課へ郵送または持参してください。 

  郵送の場合は、郵便物の追跡が可能な「レターパックライト」または「レターパッ

クプラス」を用いてください。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 ※ 申請書類については、舞鶴市役所（商工・観光振興課）および西支所に配架し  

ています。舞鶴市ホームページからダウンロードも可能です。 

   

 （ホームページへのリンクはこちら） 

  https://www.city.maizuru.kyoto.jp/jigyosya/0000014932.html 

 

https://www.city.maizuru.kyoto.jp/jigyosya/0000014932.html
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６．提出書類 
 

１ 提出書類チェックシート 

２ 舞鶴市事業者等物価高騰対策支援給付金交付申請書 

３ 同意・宣誓書 

４ 
振込口座の通帳の写し 

 通帳表紙を開いたページの写しを添付 

５ 

本人確認書類の写し 

【法人・団体】登記事項証明書（３か月以内に発行されたもの） 

        履歴事項全部証明書または現在事項全部証明書 

【個人】運転免許証、マイナンバーカード（表面）など 

６ 

確定申告書の写し 

【法人・団体】直近の決算期分の確定申告書 

  （１）確定申告書 別表一の控え 

  （２）法人事業概況説明書 

【個人】令和７年分の確定申告書（確定申告書第一表）の控え 

    ※マイナンバーが見えないように加工してください。 

    ※不動産賃貸業は所得税青色申告決算書も添付してください。 

７ 

従業員数確認書類（任意様式） 

 令和８年４月１日時点の従業員名簿（雇用保険被保険者の一覧） 

 ※人数分の「雇用保険被保険者資格取得確認通知書」の写しや「雇用保険

事業所別被保険者台帳」の写しを従業員名簿に代えて提出することもで

きます。 
 
 （注）必要に応じ、従業員名簿に加えて、「雇用保険被保険者資格取得確

認通知書」の写しや「雇用保険事業所別被保険者台帳」の写しなどの

書類の提出を求めることがあります。 
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７．記入例・添付資料 

（１）交付申請書 

 

申請区分：いずれかにチェック 

従業員数：直接雇用している雇用保険被保険者数 

施設名称・所在地：舞鶴市内の事業所を記載 

従業員数 給付金額 

０人 ５万円 

１人～１９人 １０万円 

２０人～４９人 １５万円 

５０人以上 ２０万円 

 

申請者名義の口座を指定 
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（２）同意・宣誓書 

 
 
 

 

署名・押印が必要です 
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（３）振込口座の通帳の写し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）本人確認書類の写し 

【法人・団体の場合】           【個人事業主の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通帳の見開きページの写しを添付 

インターネットバンキングなどで通帳が発行

されていない場合は、次の項目が確認できる

画面等を印刷して添付してください。 

・金融機関名 

・支店名 

・預金種別 

・口座番号 

・口座名義人（カナ） 

３か月以内に発行したもの 

身分証明書の例 

〇運転免許証 

（住所変更がある場合は裏面も） 

〇マイナンバーカード（表面のみ） 

〇在留カードまたは特別永住者証明書

（外国籍の方） 

〇パスポート（住所記載のあるもの） 

以下は２点以上の組み合わせが必要です 

・健康保険被保険者証 

・国民年金手帳 

・介護保険被保険者証 

・住民票の写し 

（マイナンバーの記載がないもの） 

履歴事項全部証明書 又は 

現在事項全部証明書 



7 

 

（５）確定申告書の写し 

【法人・団体の場合】直近決算期分の法人税の確定申告書及び法人事業概況説明書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業年度分の法人税  確定  申告書 

  確定  申告書 

別表一 

法人事業概況説明書 
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【個人事業主の場合】令和７年分の所得税の確定申告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）【個人で不動産賃貸業を営む場合】確定申告書に加え、青色申告決算書も添付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一表 

所 得 税 及 び 

復興特別所得税 
の 確定 申告書Ｂ 

令和７年分所得税青色申告決算書 
不動産所得の収入の内訳 

２ページ目 

令和７年分の 

マイナンバーが 

見えないように 

加工 
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（６）従業員数確認書類 

 ・令和８年４月１日時点の従業員名簿を添付してください。 

 ・従業員は、雇用保険被保険者のみ記載してください。 

 ・従業員名簿の参考として以下に例を載せますが、様式は任意とします。 

 ・次の資料を従業員名簿に代えて提出することも可能です。 

人数分の雇用保険被保険者資格取得確認通知書 

雇用保険事業所別被保険者台帳 

  ご負担の少ない形で作成してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 必要に応じて雇用保険被保険者資格取得確認通知書や雇用保険事業所別被保険者

台帳などの書類の提出を求めることがあります。 

 

（参考）雇用保険被保険者資格取確認得通知書 

 
 従業員名簿に代えて添付する場合の参考としてください。 

・
・
・ 

《参考様式》 

従業員名簿は任意様式です。 


